
国立大学法人長岡技術科学大学の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

長岡技術科学大学は、主として高等専門学校（以下「高専」という。）卒業生を受け

入れ、学部から大学院修士課程の一貫教育体制の下で、指導的技術者を養成するととも

に、社会構造の変化に対応した高度な実践的研究を展開し、広く社会との連携を図るこ

とを基本的な目標としており、この目標の達成に向け、積極的な取組を行っている。

中期目標期間の業務実績の状況は、すべての項目で中期目標の達成状況が良好又はお

おむね良好である。業務実績のうち、主な特記事項は以下のとおりである。

教育については、実験・実習における多数のティーチング・アシスタント（TA)の活

用、大学独自の特待生制度（VOS、スーパー VOS）の創設、リサーチプロポーザル及び

問題提案型リサーチインターンシップ制度の確立による独創的な技術開発能力の育成等

の取組を行っている。

研究については、社会のニーズや研究の推進に応じたセンターの設置、若手研究者の

人材育成のための積極的な組織的取組、社会人研究員の積極的な受入れ、全国の高専と

の共同研究の実施等を行っている。

社会連携・国際交流等については、25 か国 70 機関との学術交流協定の締結、海外実

務訓練への派遣、学外者等が利用することのできる特殊・大型研究設備の提供等の取組

を行っている。

業務運営については、高専との教員交流研究集会や教員間共同研究を毎年実施するな

ど、大学の基本的な目標に則り、積極的に高専との連携強化に努めている。

財務内容については、テクノインキュベーションセンターにおいて、産学官連携コー

ディネーター、リエゾンマネージャー及びシニアマネジメントアドバイザーが連携し、

共同研究テーマの発掘と起業等への提案を行う体制を整備するなど、外部資金の獲得を

推進した結果、自己収入の増加に大きな進展が認められる。

自己点検・評価については、平成 17 年度に独立行政法人大学評価・学位授与機構の機

関別認証評価をいち早く受審しているほか、教員活動に関する情報を一元的に蓄積する

ことにより、教員評価のみならず、研究者総覧や学内外への情報発信に活用する教員情

報総合データベースシステムを導入するなど、評価の充実に積極的に取り組んでいる。



２ 項目別評価

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況

（Ⅰ）教育に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のすべてが「おおむね
良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）教育の成果に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の成果に関する目標」の下に定められている具体的な目標（５

項目）のうち、３項目が「良好」、１項目が「おおむね良好」、１項

目が「不十分」であり、これらの結果に加え、学部・研究科等の現

況分析における関連項目「学業の成果」「進路・就職の状況」の結果

も勘案して、総合的に判断した。

（2）教育内容等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育内容等に関する目標」の下に定められている具体的な目標（12
項目）のうち、２項目が「良好」、10 項目が「おおむね良好」であり、

これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目

「教育内容」「教育方法」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（3）教育の実施体制等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の実施体制等に関する目標」の下に定められている具体的な目

標（11 項目）のうち、３項目が「良好」、８項目が「おおむね良好」

であり、これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における

関連項目「教育の実施体制」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（4）学生への支援に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「学生への支援に関する目標」の下に定められている具体的な目標（８

項目）のうち、３項目が「良好」、５項目が「おおむね良好」であり、



これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期目標「学部-大学院修士課程を通じての目標」について、国際化等を踏まえた実

務訓練において、特色ある大学教育支援プログラムに採択されたこと、技術革新に対

応できる力を付ける教育において、実験・実習に多数のティーチング・アシスタント

（TA）を活用かつ実験終了後に発表会を行うことでプレゼンテーション能力養成を図

っていることは、優れていると判断される。

○ 中期目標「高等学校、高等専門学校等との連携を強化し、質の高い学生の獲得に努

める」について、大学独自の特待生制度（VOS、スーパー VOS)を創設したことは、質

の高い学生の獲得を可能にしている点で、優れていると判断される。

○ 中期計画で「企業等と連携した教育体制の整備・充実を図る」としていることにつ

いて、10 外部研究機関と連携大学院の協定を締結し、教育体制の整備・充実を図り、12
名の特別研究委託学生を派遣したこと、また、リサーチプロポーザル及び問題提案型

リサーチインターンシップ制度を確立したことは、独創的な技術開発能力を育成して

いる点で、優れていると判断される。

○ 中期目標「学生の生活支援体制等の整備を図る」について、大学独自の VOS 特待生

制度及び奨学金制度を創設していることは、優れていると判断される。

（改善を要する点）

○ 中期計画で「経営情報システム工学専攻の教育・研究をより高度化」としているこ

とについて、専門職大学院の設置を断念したにもかかわらず、中期計画に対する他の

具体的方策が提示されていないことから、改善することが望まれる。

（特色ある点）

○ 中期計画「柔軟な総合的判断力を育成するため、共通科目として人文・社会科学系

科目を充実する」について、大学院修士課程において特許申請演習の科目を新設した

ほか、大学院博士後期課程では研究指導・支援体制を確立したことは、特色ある取組

であると判断される。

○ 中期計画で「外国人留学生の受入れ」としていることについて、海外技術者研修協

会経由の受入れ、ツイニング・プログラムの実施、日韓共同プログラム等質の高い留

学生の受入れに努め、留学生の割合が 9.4 ％となっていることは、特色ある取組である

と判断される。

○ 中期計画で「e ラーニング関連システムの充実」としていることについて、e ラーニ

ング高等教育連携（eHELP)の連携・発展に主導的役割を果たしていること、また、中

期目標で「海外の大学等との国際的連携を充実強化」としていることについて、海外

の各協定大学に現地事務所を開設し、ツイニング・プログラムによる留学生教育の充

実に努力していることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期目標「学生の生活支援体制等の整備を図る」について、民間アパート借受け時

に外国人留学生に対する機関保障制度を確立していること、また、ウェブサイト「学

生情報システム」の構築により各種教務情報、学生生活情報を提供していることは、

特色ある取組であると判断される。



（II）研究に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のうち、１項目が「良

好」、１項目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断

した。

２．各中期目標の達成状況

（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況が良好である

［判断理由］「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の下に定められている具

体的な目標（４項目）のうち、１項目が「非常に優れている」、２項

目が「良好」、１項目が「おおむね良好」であり、これらの結果に加

え、学部・研究科等の現況分析における関連項目「研究活動の状況」

「研究成果の状況」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（2）研究実施体制等の整備に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「研究実施体制等の整備に関する目標」の下に定められている具体的

な目標（６項目）のうち、３項目が「良好」、３項目が「おおむね良

好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期目標「「技学」の実践を理念とし、先端的研究、融合領域的研究において、いく

つかの分野で世界的水準をリードし、我が国の技術革新に資する」について、平成 14、15
年度に採択された２件の 21 世紀 COE プログラムを活用し、「材料」及び「エネルギー

・環境」分野の世界的研究拠点の形成を図ったこと、さらに２つの研究センターを設

置したことは、優れていると判断される。

○ 中期計画で「機能的に研究が行える組織及び人員配置体制を整備する」としている

ことについて、社会のニーズや研究の推進に応じた研究センターの設置、及び若手研

究者の人材育成のための組織的取組を積極的に行ったことは、優れていると判断され

る。

（特色ある点）

○ 中期計画で「社会人の研修生・研究生・大学院生等あるいはポスドクを積極的に受



け入れ」としていることについて、専門職大学院システム安全専攻を我が国で初めて

設置し、社会人学生を積極的に受け入れたことは、若手研究者の資質向上を図ってい

るという点で、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「高等専門学校に対する拠点図書館機能の充実を図る」について、電子ジ

ャーナル等のコンソーシアム契約種を広げるとともに、参加高専を拡充させているこ

とは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期目標「学外との研究交流や学内共同研究を一層推進する」について、全国の高

専との共同研究を 93 件実施していることは、特色ある取組であると判断される。

（III）その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（１項目）

が「おおむね良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）社会との連携、国際交流等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「社会との連携、国際交流等に関する目標」の下に定められている具

体的な目標（３項目）のうち、１項目が「良好」、２項目が「おおむ

ね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画「国際交流協定大学・研究機関との学術交流を積極的に進めるとともに、

人材育成面で、ツイニング・プログラムや海外実務訓練等の充実を図る」について、25
か国 70 機関と学術交流協定を締結、また、３か国６大学とツイニング・プログラムを

締結し、４年間で延べ 173 名を海外実務訓練に派遣していることは、優れていると判

断される。

（特色ある点）

○ 中期目標「社会との連携・協力、社会サービス等に関する基本方針」について、分

析計測センター及び工作センターの特殊・大型研究設備を学外者等の利用に供し、民

間、高専等が利用していることは、特色ある取組であると判断される。



Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 運営体制の改善

② 教育研究組織の見直し

③ 人事の適正化

④ 事務等の効率化・合理化

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 高専卒業生の受入れのほか、高専訪問、出前授業、高専・技大教員交流研究集会及

びそれぞれの教員間との共同研究等を毎年実施するとともに、人事交流を拡大し、独

立行政法人国立高等専門学校機構との各種協議会を開催するなど、大学の基本的な目

標に則り、積極的に高専との連携強化に努めている。

○ １学期間（約４か月）程度の比較的短期間に企業等に勤務している技術者に対し、

実務に関連する特定分野の知識や技術を修得させるオーダーメイド工学教育プログラ

ムの設定や高専教員と大学教員が連携して研究指導するシステムを試行実施するなど、

高専や企業等の要請を教育研究組織に反映させている。

○ 教員評価については、教員評価に関する基本方針、実施基準等を定め、平成 17 年度

に試行実施、平成 18 年度に前年度試行結果を踏まえ、評価方法・評価項目を見直し、

「評価に関する基本方針」の策定及び本格実施につなげており、その評価結果を昇給、

勤勉手当支給の際の参考資料としている。

○ 外国人教員について、ウェブサイト等で外国語による教員公募を実施しているもの

の、平成 15 年度から平成 19 年度にかけて教員の数は増加していないため、今後、中

期計画の達成に向けた取組が期待される。

○ 平成 16 年度から 17 年度にかけて、８委員会を廃止しているほか、平成 19 年度に教

育研究評議会と教授会の審議事項等の重複等を見直し、会議の効率的運用を図るなど、

業務運営の効率化を図っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 34 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金その他の自己収入の増加

② 経費の抑制

③ 資産の運用管理の改善



平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 外部資金の獲得状況に応じた学内予算の傾斜配分により教員のインセンティブを高

めているほか、テクノインキュベーションセンターにおいて、産学官連携コーディネ

ーター、リエゾンマネージャー及びシニアマネジメントアドバイザーが連携し、共同

研究テーマの発掘と起業等への提案を行う体制を整備するなど、外部資金の獲得を推

進している。これらの取組により平成 19 年度における受託研究、共同研究、奨学寄附

金による外部資金は 10 億 1,378 万円（対平成 15 年度比５億 5,952 万円増）、外部資金

比率は 16.0 ％（対平成 16 年度比 6.3 ％増）、科学研究費補助金の採択金額は３億 3,369
万円（対平成 15 年度比 9,283 万円増）となっている。

○ 学内向けの通知等について電子メールの利用やウェブサイトへの掲載等によりペー

パーレス化を推進しているほか、会議における審議内容、配付資料等を見直すことに

より、経費の削減を図っている。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 10 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実

② 情報公開等の推進

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 平成 17 年度に独立行政法人大学評価・学位授与機構の機関別認証評価をいち早く受

審し、その結果を踏まえ、効果的な自己点検・評価に向けた評価事項等の見直しを行

っている。また、教員活動に関する情報を一元的に蓄積することにより、教員評価の

みならず、研究者総覧や学内外への情報発信に活用する教員情報総合データベースシ

ステムを導入するなど、評価の充実に取り組んでいる。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載５事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、

上記の状況等を総合的に勘案したことによる。



（４）その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等

② 安全管理

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 省エネルギーの観点から、廊下・階段等の照明の人感センターの取付けを行うとと

もに、省エネコンテストを実施して省エネルギーに対する意識向上を図るなど、全学

的に積極的な省エネルギー活動に取り組んでいる。

○ 施設情報のデータベース化を進め、施設・設備の運用、利用及び改修計画立案に活

用しているほか、共通スペース等の室利用にスペース課金制度を導入し、この資金を

共通スペースの改修・整備等に有効活用している。

○ 研究費の不正使用防止のため、研究費不正使用防止規則の制定や告発等受付窓口の

設置等を行っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 22 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。




